
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回 

ＯＤＲ推進検討会 

議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和２年１０月２８日（水）  自 午後 ３時００分 

                       至 午後 ５時１１分 

 

第２ 場 所  赤れんが棟３階第一教室 

 

第３ 議 題  １．開会 

        ２．資料説明 

        ３．ＡＤＲを巡る近年の国際的動向について 

          （岡田春夫 日本仲裁人協会副理事長・京都国際調停センター長） 

        ４．民間紛争解決手続における和解合意への執行力の付与に関するアンケー 

          ト素案について 

        ５．閉会 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○豊澤部付 それでは，定刻になりましたので，第２回ＯＤＲ推進検討会を開始させていただ

きます。 

  ウェブ会議システムで参加されている方は，カメラをオンにしていただければと思います。 

  前回御説明させていただいたところではございますが，この会議での発言方法について再

度御説明させていただきます。 

  ウェブ会議システムにより参加されている方は，ハウリングや雑音の混入を防ぐため，御

発言される際を除き，マイク機能をオフにしていただきますよう御協力をお願いいたします。 

  また，御発言を希望される際は，挙手機能を使用していただければと思います。手のひら

マークをクリックすると挙手できますので，指名されるまでお待ちください。指名されまし

たら，マイクをオンにして御発言をお願いいたします。御発言を終えましたら，マイクをオ

フにして，手のひらマークをクリックして手を下げるようお願いいたします。また，挙手機

能を使えないときは，手を挙げていただくようお願いいたします。会場に御出席の方も，御

発言を希望される際はその場で挙手をお願いいたします。また，御発言される方は，お名前

をおっしゃってから御発言いただくよう御協力をお願いします。 

  それでは，垣内座長，よろしくお願いいたします。 

○垣内座長 私の声の方は聞こえておりますでしょうか。大丈夫でしょうか。 

  それでは，私の方から進行させていただきます。 

  まず，委員のメンバーの方のうち，山田委員は今回が初めての御出席となりますので，簡

単な自己紹介をお願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。京都大学の山田でございます。前回は欠席させていただ

きまして失礼いたしました。 

  私は，大学では民事手続法を専攻しておりますけれども，ＡＤＲに関しましては本年６月

より一般財団法人日本ＡＤＲ協会代表理事となっておりますので，ＡＤＲ運営側の事情やこ

れまでの議論についても発言をさせていただければというふうに考えております。また，Ｏ

ＤＲに関しましては，昨年秋に設置されましたＯＤＲ活性化検討会で座長を務めさせていた

だきました。 

  さらに，昨年夏には関与させていただいたシンガポール条約が発効するということがござ

いまして，このように国内，国外で様々な動きがある中で，本検討会や法制審議会等でＯＤ

Ｒ，ＡＤＲの法制についてたゆまぬ議論がなされるということは，日本の司法制度の見直し

としても非常に貴重な試みではないかというふうに考えております。 

  私も微力を尽くさせていただきたいと存じますので，どうぞよろしくお願いいたします。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは，本日の議事に入りたいと思います。 

  お手元の議事次第を御覧ください。本日は，この議事次第に記載したとおりの内容を予定

しておりますけれども，議事を進めるに当たりまして，まず事務局の方から配付資料の説明

をお願いいたします。 

○豊澤部付 司法法制部の豊澤でございます。 

  配付資料の説明に入る前に，この会場にいられる方は今大きなスクリーンを見ている状態
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なのですけれども，こちらのスクリーンが赤みがかかった色で今映っているかと思います。

こちらは接続端子の関係で，これ以上画質はよくならないそうで，本日は申し訳ないのです

けれども御容赦いただければと思います。 

  それでは，配付資料の説明をさせていただければと思います。 

  配付資料は，資料１から資料９までとなります。まず，事務局からは資料１から資料６ま

でについて説明させていただきます。 

  まずは，資料１を御覧ください。 

  こちらの資料は，前回法務省民事局から御紹介がありました国際調停による和解合意に関

する国際連合条約，いわゆるシンガポール条約の原文及び山田委員による仮訳でございます。 

  なお，この点につき１点修正がございます。５ページの右上で，第２項本文のところに

「以下の場合に，調停合意が当事者により署名された」という部分があると思いますが，こ

ちらの「調停合意」とあるところを「和解合意」と修正いただければと思います。 

  続きまして，資料２－１及び資料２－２を御覧ください。 

  こちらの資料は，本日予定されております岡田春夫先生の御講演用の資料でございます。

内容は，追って岡田先生に御紹介いただきます。 

  それから，資料３を御覧ください。 

  こちらは，前回御紹介しました事務局作成のアンケート素案でございます。詳細につきま

しては，後ほどそのための時間を設けておりますので，そこで御説明させていただければと

考えております。 

  資料４を御覧ください。 

  こちらは，認証紛争解決事業者における認証紛争解決手続の実施状況に関する統計資料で

ございます。１枚目の方は，認証紛争解決事業者全体の取扱件数でございまして，最新の平

成３０年を御覧いただくと，上の方の表の右側のところでございますが，受理件数が１，６

５４件，既済件数が１，３２６件でございまして，このうち和解の成立件数は７２３件，和

解の成立率は５４.５％となっております。なお，平成１９年から平成３０年度までを通じ

た成立率は４１％となっております。 

  ２枚目をめくっていただきまして，こちらは平成３０年度の既済事件について紛争類型ご

とに終了事由別などの件数を整理したものでございます。こちらが法務省で用意している資

料なのですけれども，法務省におきましては成立した和解について，その内容がどのような

ものであったかとか，その履行率がどのようなものであったかといった統計は持っていない

ところでございます。 

  続きまして，資料５を御覧いただければと思います。 

  この資料は，前回御紹介しました平成２５年から平成２６年において行われたＡＤＲ法に

関する検討会で実施されたヒアリング結果の概要をまとめたものでございます。 

  本検討会における執行力との関係では，４ページの「（６）成立した和解の実効性を確保

するための工夫」のところに，正に履行を確保するための工夫が記載されておりまして，１

１ページの「〇 執行力」と記載されたところが，当時のヒアリングの結果の概要を記した

部分でございます。このヒアリングでは，執行力の付与に積極的な御意見が３事業者，それ

から，慎重な御意見が１事業者からあったようでございます。 

  それから，資料６を御覧いただければと思います。 
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  こちらの資料は，株式会社商事法務発行の２０１６年民事訴訟利用者調査の抜粋でござい

ます。前回の検討会において，斉藤委員から，民事裁判における判決及び和解の履行率につ

いて言及された文献の御紹介があり，この検討会でも共有してはどうかとの御意見がござい

ましたので御紹介する次第であります。 

  内容といたしましては，資料の７３７，７３８ページ，ちょっと途中でページが飛んでお

りまして，後半の方になろうかと思います。７３７ページの表２Ｇ－２６－１，これは相手

方から何らかの権利を得た旨の回答をした回答者に対して，その相手方の任意履行の状況を

尋ねた結果をまとめたものでございます。こちらのデータによりますと，完全履行率で見る

と，判決の場合は２５.４％，和解の場合は６６.７％となっております。 

  それから，７３８ページの方にまいりまして，表２Ｇ－２６－３は，裁判の結果，何らか

の義務を負った旨の回答をした回答者に対して当該義務の任意履行状況を尋ねた結果をまと

めたものでございます。こちらの場合，完全履行率は判決の場合で４５％，和解の場合で８

６.７％となっております。 

  なお，こちらの資料６につきましては，株式会社商事法務様の御厚意により本検討会の資

料として使用することの許諾を頂いておりますが，その趣旨に鑑み，議事の資料等は原則と

してはホームページで公開するという扱いをしておりますが，こちらは正に商事法務様の著

作権に係るものかと思いますので，非公開とする取扱いとさせていただきたいと考えており

ます。 

  事務局からは以上です。 

○垣内座長 今，直前に事務局から御説明いただきました商事法務の刊行物の資料の件ですけ

れども，そういうことですので非公開という扱いにさせていただいてよろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございます。それでは，資料６につきましては非公開という取扱いとい

たします。 

  それでは，続きまして，私の方から資料の７について簡単に御説明をさせていただきます。 

  これは横置きのパワーポイントの資料ということです。題目としては，ＡＤＲ調査研究会

の「ＡＤＲ利用者調査の概要」ということでございます。 

  １枚おめくりいただきまして，スライドの２ページ目を御覧いただきますと，調査の概要

ということですが，ここに記載してございますように，この調査は太田勝造先生を代表者と

いたします研究グループで，私もメンバーだったものですけれども，２０１４年から２０１

６年にかけまして弁護士会の各ＡＤＲセンター，また，日弁連交通事故相談センターの利用

者の方に対して実施したアンケート調査ということでございます。 

  この検討会での関係で興味を引くかもしれない部分といたしましては，少し先にいってい

ただきますけれども，１３ページを御覧いただければと存じます。スライドの１３ページ，

手続前に気になったことという質問項目でございますけれども，この設問におきまして，

「今回の紛争解決手続が始まる前に，以下の事項はどの程度気になりましたか？それぞれに

つき，もっともあてはまるものを１つ選んで数字に丸をつけてください。」，最も当てはま

るものといいますのは，一番下のところにあります。１が「気になった」，以下，１，２，

３，４，５とありまして，５は「気にならなかった」という５段階のスケールでお尋ねして

いる設問ということでございますが，このうち（５）のところ，「手続で決まったことを相

手方に強制できるか」ということが，開始の段階で，開始の前にどの程度気になったかとい
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うことをお尋ねしたということでございます。 

  更にめくっていただきまして，次の１４ページを御覧いただきますと，この（５）のとこ

ろ，相手方に強制できるかどうかということが手続前に気になったかという点については，

およそ２３％の方が「気になった」，２１.１％の方が「ある程度気になった」という回答

をされたというのが全体の回答の分布ということであります。 

  ただ，こちらは全体ということでして，申立人の側と相手方の側と両方を含んでおります

ので，両者を分けて見るという点で申しますと，次の１５ページになりますが，こちらは単

位会のＡＤＲセンターの方ですけれども，申立人の方はこのグラフの中ほどですが，平均値

で申しますと２.１１というぐらいの回答になっているということで，２というのが「ある

程度気になった」ということですから，「どちらともいえない」と「気になった」の間ぐら

いが平均的な申立人の回答状況ということになります。 

  同様に次のページですけれども，交通事故相談センターの申立人の場合には，この数字が

２.６４といった数字になったということでございまして，御参考までに御紹介させていた

だく次第です。 

  それでは，続きまして，資料８にまいりまして，こちらにつきましては山田委員から御提

出を頂いた資料ですので，山田委員の方から御説明をお願いできますでしょうか。 

○山田委員 機会をくださいましてありがとうございます。 

  それでは，資料８につきまして少し御説明を申し上げます。 

  恐らくお手元に資料がおありかと思いますけれども，こちらは日本ＡＤＲ協会が実施した

アンケート結果でございます。 

  日本ＡＤＲ協会というのは，民間型ＡＤＲを中心的な会員とする団体で，ＡＤＲに関する

制度改善等の検討，あるいは情報発信をしているところで，今年でちょうど１０年目となり

ます。この協会では，これまで２回，ＡＤＲ法制の改正に向けた提言を取りまとめて法務大

臣に提出してまいりました。本日お集まりの先生方にも大変御協力を頂いたことと存じます。

この２回のうち１回目は２０１２年，それから２回目は２０１８年で，その提言の内容は日

本ＡＤＲ協会のホームページにて公表しております。大部なので本日は配付をしておりませ

ん。 

  いずれにおいても，執行力付与については，ＡＤＲ機関の選択及び当事者の強制執行受諾

文言の必要を前提として，裁判所の審査を要件として付与を認めるべきではないかという提

言をしております。この提言の内容につきましては，資料８の３ページの２－（２），問１

２の提言７に要件も併せて置いておりますので，御参照いただければと存じます。 

  この２回の提言の取りまとめに際して，ＡＤＲ関係者にアンケート調査を行った，その結

果を抜粋したのが資料８でございます。 

  １回目につきましては１ページの１の部分でありまして，８６件の御回答を頂いており，

２回目のアンケートについては３ページの２に記載のところで，６５件の御回答を頂いてい

ます。いずれも認証，非認証のＡＤＲ機関，また，ＡＤＲ協会の会員及び非会員の方々，い

ずれにもお願いをしているというところになります。 

  この結果を見ていただきますと，例えば第１回のアンケートの概要につきましては，２ペ

ージの問２０に結果が出ておりますけれども，法改正の必要があるという回答のうち４１.

９％が，問２０のＦというところで，執行力の付与等の法的効果が十分でないと回答してお
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られます。自由記載欄を見ますと，認証のハードルが高いのに比してメリットが少ないとの

指摘がありました。そのほか，同じく２ページの一番下の行を見ていただきますと，自由記

載のまとめをしたところ，執行力不要論と条件付きの肯定論が拮抗していたのだけれども，

後者が若干多いという分析でした。この結果を受けまして，日本ＡＤＲ協会としては先ほど

申し上げたように，執行力付与を含めた法改正の提言を出したところでございます。 

  その後，２回目の提言のために２０１７年末に行ったアンケート結果が３ページの２でご

ざいます。ここでは，従前の提言を維持するべきかという形でお伺いしたところ，３ページ

の２の（３），下の方ですけれども，回答状況としては，賛成が４４，反対が９，その他が

１２という結果となりました。 

  その理由については，４ページ，５ページにかけて記載をしておりますけれども，賛成意

見の中には，「選択肢が増える」，あるいは「利便性が増す」，それから，最後のぽつのと

ころですけれども，「相談時において執行力がないということで利用をやめたという人がい

る」という意見がありました。反対の意見は，「自主性の尊重が必要だ」，あるいは「要件

が重装備になることは避けたい」，それから，その他の中にも実質入っているのですけれど

も，「要件次第だ」というものもありました。さらに，その他の一番最後に，「養育費のよ

うな長期継続的な債務については執行力が要るのではないか」というような御意見もあった

ということでございます。 

  私からの説明は以上です。 

○垣内座長 山田委員，どうもありがとうございました。 

  それでは続きまして，資料９につきまして，こちらは日本弁護士連合会から御提出を頂い

ている資料ですけれども，斉藤委員から御説明を頂けますでしょうか。 

○斉藤委員 今ちょうど入ったところです。よろしくお願いいたします。 

  資料９についてですが，まず，表紙を御覧ください。 

  仲裁ＡＤＲ統計年報といって，日弁連のＡＤＲセンターが毎年度発行しています。ただ，

今日提出できたのは２０１８年度版です。本来は直近の２０１９年度版がもうできていない

といけないのですが，コロナの影響で各弁護士会の事務局が機能しなくて，何とか１２月ぐ

らいに直近の新しいものが出せるだろうと思っています。 

  中身について，特徴的なところを簡単に御説明したいと思います。 

  下のページ番号で言うと，２３ページと２４ページを御覧ください。 

  横長に表が作られています。ここで弁護士会ＡＤＲの概況がつかめます。一番上のライン

に申立件数が記載されていまして，多いところを見ると，左から第二東京，それから大阪・

民調，東京弁護士会，広島弁護士会，あと岡山も４０件を超えています。隣の愛知県が年間

１７７件，これが弁護士会で申立件数が一番多い会になります。ずっと右の方に私が所属し

ている仙台弁護士会１１１件，さらに右の方にいきますと熊本県３１件，トータルでは一番

右端に合計の数字の１，０００件ちょっとというところになります。 

  次に，３番の応諾率について簡単に触れたいと思います。応諾率は，一番右側に合計があ

りまして７０.７％という数字になっております。 

  その次は，５番の解決形式のところに目を移し，右端の合計の欄を御覧ください。和解が

圧倒的に多く３９９件です。和解ができたが，あえて仲裁判断の形にして執行力につなげる

ために仲裁判断の形にしたのが５件，あとは純粋の仲裁判断が１件になっています。 
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  それから，６番目の解決率のところを御覧ください。申立件数に対する解決率は３３.

１％，一番右側の合計のところです。これは民事調停の調停成立の割合とほぼ同じぐらいの

数字になります。あとは応諾事件に対する解決率，これが最後の５３.８％という数字にな

っております。 

  次に，２９ページ，３０ページを御覧ください。ちょっと向きが今までと逆になっていま

す。 

  この２９ページ，３０ページから弁護士会ＡＤＲにどのような事件が多く申し立てられて

いるかが一覧できます。上の方からいきますと，２番の不動産賃貸借，それから３番の請負

などがあり，特徴的なのは，３０ページの７番の不法行為を巡る紛争の中の特に医事紛争な

いし医療事件です，医療事件が年間１７４件もありこれはかなり突出している数字かなと思

います。あとは，家族間とか職場関係，相隣関係などが目立つところだと思います。 

  飛ばしまして，３９ページを御覧ください。 

  ３９ページに審理期間などの統計が出ております。一番右側の全国の欄を御覧いただくと，

平均の審理期間は，各弁護士会ＡＤＲセンターの平均値だと１１８.６日で，約４か月とい

うところです。それから，２番の審理回数，これも各ＡＤＲセンターの平均値でいうと３.

０回になっています。さらに，紛争の価格を御覧ください。これは訴訟と違って請求額では

なくて，最後に解決したときの解決額を表しています。平均が３００万円ちょっとで，３０

１万６，０００円になっています。 

といったところが，この統計数値から読み取れるところです。 

  最後に，表紙の裏のページを御覧ください。「はじめに」のところです。 

  今の御説明からちょっと漏れている点として，４番の専門ＡＤＲの動向というところを御

覧いただければと思います。ここに記載されている医療ＡＤＲは先ほど注目したとおりです

が，それ以外に弁護士会ＡＤＲセンターが関わっている専門ＡＤＲとして国際家事ＡＤＲ，

それから金融ＡＤＲがあります。あとはここに書いていませんが，福島の原発事故に伴う損

害賠償の原発ＡＤＲ，これなども弁護士会が関わっているＡＤＲの１つとしてあることを補

足したいと思います。 

  資料の説明としては以上になります。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは，資料の説明については以上になりますけれども，これらの資料で頂いた説明に

つきまして，何か御質問等がありましたらお願いできればと思います。 

  では，佐成委員，お願いします。 

○佐成委員 大したことではないのですけれども，資料１の最終ページ，１４ページを見まし

たら，英文と仮訳が段ずれを起こしておりますので，直した方が良いのではないかと思いま

す。つまり，上の段の第１６条第２項の英文に対する仮訳が下の段に入っているのではない

かということです。 

  ついでに言えば，その前のページをめくると，第１６条第１項の英文の方に余分な数字１

８－２２４６０ ９／９が紛れ込んでいるのが見えますので，これも訂正しておいた方が良

いかなと思います。 

○豊澤部付 すみません，事務局の方で再度確認させていただいて，この資料をホームページ

に上げる際に正確なもので出せるように努力したいと思います。 
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○垣内座長 どうもありがとうございます。ほかにはいかがでしょうか。御質問等はあります

でしょうか。 

  よろしいでしょうか。それでは，資料については以上ということにさせていただきます。 

  それでは続きまして，本日は，日本仲裁人協会副理事長であり，京都国際調停センター長

でいらっしゃる岡田春夫先生から，「ＡＤＲを巡る近年の国際的動向」というテーマで御講

演を頂けるということですので，岡田先生，よろしくお願いいたします。 

○岡田弁護士 今，御紹介いただきました京都センターのセンター長をしている弁護士の岡田

春夫です。今日は，こういう機会を頂きまして光栄に存じております。よろしくお願いいた

します。 

  今御紹介いただきました，私がセンター長を務めている京都センターに関して，イントロ

的に御説明したいと思います。 

  資料の２－２を見ていただきます。これはセンターのパンフレットです。端的に申し上げ

ると，国際調停を主眼とする常設調停専門機関です。２年前の１１月に開設しました。とい

うことで，私が今申し上げたような機関のセンター長ということで今日お話をさせていただ

くことになりましたので，どちらかというと国際調停を主眼としたお話になると思います。

この点は御理解いただいて，聞いていただければと思います。 

  それでは，イントロから入りたいと思います。もちろんよく分かっておられる方には本当

に申し訳ないのですが，イントロから少しお話をさせていただこうと思います。 

  今，世界がどんな状況にあるのかということに関してですが，世界は今，国際紛争の解決

手段として調停に非常に注目している，熱い視線を投げている，こんな状況です。 

  ５ページを開けてください。今から私が申し上げるページは，常に私のパワーポイント資

料である資料の２－１のページ数です。５ページを開けてください。 

  一々御説明を申し上げるとすごく時間がかかるので，あえて端折りますが，そこに書いて

あるような調停のよさが世界でなかなか面白いというふうに非常に注目を浴びている，これ

が現状です。一見，文化，言語，宗教等が異なる人，当事者同士の国際紛争に調停が本当に

役に立つのかと，うまくいくのかという純粋にそういう危惧や疑いがあると思います。とこ

ろが調停が国際紛争に本当に機能するのです。ここはなかなか面白いところです。 

  ９ページを開けていただきたいのですが，そこにアジアの主要な国の国際調停に関する施

設，機関を説明したものが載っています。そこでもお分かりのように，アジアの主要な諸国

は，これからは国際紛争解決手段として調停が面白いということで，そこに非常に熱い視線

を投げて，その振興に躍起になっているという状況です。 

  ７ページを開けて下さい。私もこういうお仕事をさせていただくようになり，いろんな国

際調停機関とお話をしてきておりますが，そういう中で本当に驚いたのは，先ほどのような

国際紛争で，成功率すなわち，和解成功率がプロの調停人がやると８０％から９０％という

統計がしっかり出ている。これは私も本当にびっくりした状況で，それがまさしく国際紛争

において調停がワークしている証左だと思います。これが今，世界が紛争解決手段として調

停に非常に熱い視線を投げかけている理由，状況です。 

  では，調停はそんなパーフェクトなのかというと必ずしもそうではもちろんありません。

克服すべき課題が大きく言って２つあると言われています。 

  １１ページを開けていただきたいのですが，一つ目は，紛争の終局性の欠如，要するに調
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停というのは当事者が和解に至るのを取り持つわけですが，うまくいけば，すなわち和解が

成立すれば，もちろんそれで手続は終わりです。うまくいかなかったら，それでも手続は終

わりです。紛争解決の強要はしない。ここが調停のよさです。でも，それが逆に言えば調停

の問題点でもある。要するに，必ず紛争が解決するという保証がないのです。先ほど言いま

した８０％は成功すると言われているのですが，２０％は成功しない。そこをどうするのか

という議論が論点としてあります。 

  これに対しては，１１ページを見ていただければと思うのですが，要するに調停と仲裁の

ハイブリッド，連携プレーによって，この問題点を克服するという動きが非常に今注目を浴

びています。例えば，まず調停をやってみて，うまくいけばもちろんそれで終わり。うまく

いかなかったら仲裁をやって，そこで最後解決する，こういう形で何とか最後まで，必ず解

決には持っていく。このような連携プレー，仲裁との連携プレーも非常に議論され，実際に

も実行されているのです。 

  もう１点が，まさしく今日の，一番のポイントである執行力の欠如です。調停でできた和

解合意に関しては，もちろん契約としての効力はあります。しかし，いわゆる仲裁の裁定の

ような強制執行力はこれまではなかった。それを調停を，どんどん活用していこうという世

界の大きな流れの中で，この執行力がないことを何か補わなければいけないと，更に使い勝

手をよくしようということで，先ほどから議論が出ているシンガポール条約が去年，８月の

夏に４６か国が調印し，今年晴れて発効したという状況です。これは仲裁におけるニューヨ

ーク条約に対応する，調停でまさしく国際的な執行力の枠組みを作ろうという壮大な条約で

す。 

  １３ページを見ていただければと思います。 

  右側に写真があると思いますが，これは調印式の写真です。私どももオブザーバーとして

この調印式に出たのですが，米国，中国，インド，シンガポール，韓国など，４６か国が一

堂に会して調印式をしたということで，その熱気がもうすごいものでした。出席した私ども

としては，世界が調停に向けて大きく動き出したということを，肌で感じた。身震いするよ

うな感じの歴史的出来事だったと思います。それが今年もう発効をしたと，こういう状況で

す。 

  それで，今日はこの論点をもう少し深めていきたいのですが，一旦ここで，今，世界の状

況を御説明申し上げましたが，日本に関してはどうなのということにつき軽く見てみたいと

思います。 

  資料の１４ページ，これはもう皆さんもお分かりのように，調停というのは日本にとって

は非常に親近性のある，日本文化そのものが調停に親近性を持っていると言われているとこ

ろで，国内調停に関しては近代日本で見ても１００年ぐらいの長い歴史がありますし，実績

もあります。 

  １６ページなのですが，国内調停は今説明したとおりなのですが，国際調停，国際事件に

関する調停を見たらほとんどない，日本では行われていない。私どもとしては，調停の問題

をいろいろ見てきた者としては，まず最初に何でだろうというふうに非常に興味を持ったと

ころです。日本はせっかくの調停文化，調停に入りやすい，そして対応しやすい，そういう

文化を持っているにもかかわらず，国際調停がなぜほとんど行われていないのかというとこ

ろを探求する中，最近そこを克服するために，国際調停を日本で普及していこうという動き
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がいろんなところで活発に行われてきています。その幾つかの例を今から御説明申し上げた

いと思います。 

  １８ページ，これは先ほど申し上げた京都センターの設立です。２年前の１１月で，これ

が１つ。そして，１９ページ，これは外弁法改正で，海外の事件を日本に持ってくるのは外

国の弁護士さん，その方に代理権を与えておかないとなかなか持ってきてもらえない。それ

が非常に大きなポイントなのですが，外弁法を改正して，一定の国際事件に関しては外国の

弁護士，さらには外国法事務弁護士に代理権を認めることを制度的に明確にした，外弁法の

改正が今年発効しました。これも非常に大きな進展だと思います。 

  そして，直近の１つ大きなエポックとして御紹介したいのは，私どもセンターの最近の動

きです。これは手前みそで恐縮ですが，世界の動きを先導するようなものではないかという

ふうに見ています。御存じのようにＣＯＶＩＤ－１９の状況下，もういろんなところに大き

な紛争がいっぱい発生しつつあります。これを何とかしていかなければいけない。その紛争

内容を見ると，皆さんもお分かりのように，時間をかけて，お金もかけて，どっちが正しい

んだということを決めるというような仲裁や裁判よりは，調停が非常に向いている紛争体系

であることです。 

  そのような認識の下に，ＳＩＭＣ，世界で国際調停に関しては非常に定評があり，頑張っ

ているシンガポールの国際調停センターと京都センターが共同で，安く，早く，そして，オ

ンラインでＣＯＶＩＤ－１９禍の色々な国際紛争を調停で解決しようと，共同で行うプロジ

ェクトが動き始めています。これは，むしろ世界の動きを先導するような動きと私どもは考

えています。 

  大体日本の状況はこんなところなのですが，先ほど積み残しました国際執行力の話，シン

ガポール条約，これは残念ながらまだ日本は調印していません。このような今の日本の動き

を踏まえた上でどう考えるべきなのかというのが今問われているのではないかと思います。

これからこの点をお話しさせていただこうと思います。 

  シンガポール条約の調印，発効により，執行力付与の世界的枠組みができて世界は調停に

向けて大きく動き出した。さらに日本においても先ほどのような調停を振興していこうとす

る大きな動きが随所にある。更に言えば，先ほど述べた日本の調停文化があり，調停におけ

る日本のポテンシャルやポジションというのは相当高いものがあるのかなと，そういう背景

を考えて，日本がどうすべきなのかというのが問われているというふうに思っています。単

刀直入に結論から申し上げると，日本はこの調印にゆっくりしてはいられないのではないか

というふうに私どもは考えています。これを怠ると，調印がなかなかできなくなって，相当

停滞するのではないか。それは結果的には今日議論する執行力などの，日本の調停の改革の

動きに対し大きなブレーキをかけかねないのではないかと思っています。今からそれをかい

つまんで御説明を申し上げたいと思います。 

  まず，今，これまでも日本において，調停によって生じた和解合意に関して執行力を付与

するということに関して相当いろんな議論はされています。それを整理して見ると，まず，

２４ページを見てください。執行力を認めるということに関しては，日本の議論の中では，

やはり実体的，手続的正当性は要るだろうと，むしろ当然だと，ではその正当性をどこに求

めるのかという議論が活発になされていて，それに関しては，当事者が執行力を付与するこ

とに合意しているということであれば，この手続的ないしは実体的正当性は強く認められる



-10- 

のではないかというような議論が基本的になされているという理解をしています。これがま

ず実体的，手続的正当性の議論です。 

  次に，和解合意に執行力を付与するということに関しては，もちろん弊害があるという議

論は昔からなされております。２５ページを見ていただければと思いますが，執行力を付与

することの懸念として，執行力の存在が当事者を萎縮させてしまうおそれがある。自主性を

旨とするＡＤＲの本質を害するおそれがあるとの議論です。確かに，この弊害というのは議

論としては理解できるところではあります。ただ，ここにもまた執行力の付与に関して当事

者に合意があるのであれば，その弊害は制度として相当軽減されているのではないかと，こ

ういうような議論ができるというふうに理解をしていますし，そういう議論が出ているとい

う理解もしています。これが弊害のお話です。 

  更に言えば，立法事実というのか，執行力を付与する必要性がどうなんだという議論，こ

れもやはり当然大きなポイントになります。これに関しては２３ページを見ていただければ

と思います。条約による執行力付与の世界的枠組みができたわけです。これはもうできた。

そうすると，やっぱりこの問題は条約に調印するということと執行力を付与するというのは，

ある意味で裏腹の関係にならざるを得ない状況になっています。そういう面では必要性とい

うのは，やっぱりこの両方の観点から議論する必要性があると見ています。ということで，

まず執行力付与そのものの必要性の議論から見ると，国内紛争にとってみても，やはり調停

を利用して紛争を解決しようというときに，やっぱり最後その和解合意がなかなか執行しに

くいと，守られにくいというのであれば，やはりそれは使い勝手が悪くなる。そういう面で

は，実際に執行するかしないかは別にして，執行力がきちんと下支えしているというのが紛

争解決手段としては非常にプラスなのではないかと考えられると思います。そういう観点で

は，国内紛争も当然必要性があるのではないかと思います。 

  更に言えば国際紛争，これは２３ページの上から６つ目にありますが，この２つ目，３つ

目を見ていただければ分かるように，国際紛争の場合は更に，そもそもさっき述べた色々な

考え方の人々や，色々な文化があり，そもそも任意に確実に履行されるとは限らない面があ

ります。更に言えば，海外に，ないしは海外から履行，執行することの大変さ，これがある。

そうすると，国際紛争は国内紛争に比べると一層，非常に必要性はあると思います。すなわ

ち，国際紛争では更に一層必要性があるというふうに議論ができるのではないかと，我々は

考えております。 

  基本的には，これが執行力の付与の必要性の議論なのですが，先ほど言いましたように，

この裏腹の議論としては，条約に調印すべきかというのが問題となります。では，条約に調

印すべきかという観点での必要性を見たときの議論は，ちょっと違う観点が入ってきます。

この２３ページの一番下の６番目のところにも書いてありますように，当然我々の機関もそ

うですし，日本対海外という関係でもありますが，いわゆる国対国の関係，それから機関同

士の関係において当然競争があります。日本を選んでいただく，我々の機関を選んでいただ

く，そこに大きな競争があります。競争するためには，そもそもその国で調停を行ったとき

に，その国で和解合意が執行できるのかというところが問題となります。もし，執行できな

いとなると，それはやっぱりマイナスになると見ています。これが６番目に書いた議論です。 

  更に言えば，先ほどから申し上げた，様々な日本の国際調停を振興しようという動きをど

んどんやってきているのですが，そういう観点からも，この早期調印は非常にその推進にな
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るので，やはり早期調印の必要性が出てくるというふうに見ています。ということで，ざく

っと申し上げると，執行力付与の必要性ないしは，その裏である条約に調印する必要性，こ

の辺りは今申し上げたようなところなのかなと思います。 

以上が日本での和解合意に関する，執行力付与に関する，日本における議論の大枠の状況

だと，整理できると思います。 

  ということになりますと，こう議論してくると結論が１つ見えてきまして，先ほど言いま

した手続的，実体的正当性とか，弊害の除去という問題からも，執行力付与に関する当事者

の合意というのが，やはり執行力の付与の前提となる。すなわち，非常に重大な条件となる

ことが大きなポイントではないかということが日本の今の議論状況から見えてくるのは間違

いないと思っています。すると，執行力付与に関する当事者の合意が執行力付与の前提とな

るとすれば，では，今度は条約において対応するスキームはあるのというのは当然問われる

のです。そして，幸いしっかりそれが存在していると，もちろん完全一致ではないのですけ

れども，かなり近い，ほとんどニアリーイコールだと考えていいスキームが条約に存在して

いると，これは偶然なのか，必然なのか私はよく分かりませんが，よかったと思っています。 

  ２７ページを見てください。 

  条約は，オプトアウトの原則，を採用しているのですが，２７ページに書いてありますよ

うに，調停当事者が明確に条約の適用を排除した場合を除き条約が適用され，執行力が付与

される，これがオプトアウト原則です。それに対してオプトインの例外は，先ほどから議論

してお分かりのように，調停当事者が条約の適用を明確に合意した場合にのみ条約の適用を

認め，執行力が付与される。これがオプトインアプローチであり，このアプローチを採用す

ることも，もちろん例外として可能なのですが，このオプトインの留保条項を行使すること

を締約国に認めています。 

  今日配付された山田先生の資料１の８ページを見ていただければと思いますが，その８.

１条のＢ項というのが，このオプトインの例外の留保条項です。この留保条項を行使するこ

とによって先程述べた条約化ができるということになります。幸い条約に対応する条項が存

在している状況です。 

  このように見てくると，もし今の日本の申し上げた議論の状況を大前提にして，当事者の

合意というのはやはり重要と考えていくとしたら，日本は条約に調印する際には，オプトイ

ンの例外を適用するために留保条項を行使しなければいけないということになるのだと思い

ます。 

  そうなるとどのようなことが言えるのかということが次の問題となるのですが，２８ペー

ジを見ていただければと思います。 

  私どもとしては，結論から言えば，決してゆっくりとはしてはいられないというふうに考

えています。その理由を今から説明をしてまいりたいと思います。 

  まず，先ほど言いましたようにオプトインというのは例外です。オプトアウトが原則です。

ということで，ほとんどの国はオプトインの趣旨とか背景，そして意義をほとんど理解して

いない，興味をもっていない。そのような条項があるのかというぐらい問題意識が薄い国が

圧倒的に多いです。だから，オプトアウトの原則に世界が流れてしまう傾向は当然あります。

例えば私が調印式に行ったときに，いろんな代表者，政府の代表者とか，国の方々とお話を

したのですが，オプトインとかオプトアウトの話をすると，みんなきょとんとして，それ何
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という，なかなか説明しても理解してもらえなくて，全くこの問題に興味を示さない感じの

方が圧倒的に多かったのです。むしろ知っている方はほとんどいなかった。今回後で説明し

ますように，ＥＵに関して個人的つてを利用して相当調査をかけましたが，ＥＵですら，こ

のオプトインとかオプトアウトはあまりよく分かっていない，そのような状況です。そうい

う面では，これを放っておくと間違いなく原則のオプトアウトにみんな流れてしまう，こう

いう状況はあるということです。現在、条約に調印した国は５３ヶ国ですが，その中でオプ

トインの留保条項を行使したのはイラン一ヶ国のみで，このことが今私の申し上げたことを

如実に物語っていると思います。 

  そうすると，このまま様子を見ていくと，オプトアウトの原則で，すなわち，留保条項を

行使せず，何もしないで皆さんがどんどん調印，批准していって，世界の趨勢がこのオプト

アウトで固まってしまう可能性は，むしろさっき言ったように原則はそちらなので，可能性

は十分あると私は見ています。さっき言った色々な政府の方など，もちろんこういうものに

本来興味を持っているはずの人と話をしても上記に述べた状況です。したがって，もしオプ

トアウトの原則で世界が固まったときに，世界の趨勢がそう固まったときに，いややはり日

本は，さっき言った状況からオプトインの留保するんだと。そして，当事者の合意を前提に

するのだというふうに対応できるのか。もちろんそれはそれでもう初志貫徹ということにな

るのですが，やはりそこは行使しにくくなるのは間違いないと見ています。 

  ３０ページを見ていただきたいのですが，そこに書かせていただいたのは，もしオプトイ

ンアプローチで日本がもうこれしかないと，これでやろうというのがもし決まっているので

あれば，待つ意味，他の国の状況を見守るのは，むしろデメリットがものすごく大きくて，

今申し上げたように，メリットが私はないと理解をしています。 

  これはＥＵの件に一見脱線するのですが，非常に重要なので，ちょっと申し上げたいと思

うのですが，世界で主要な国の中で，オプトインアプローチを採用する可能性のある国とい

うのは，主要国であれば多分ＥＵかなというふうに見られています。それはなぜかというと，

ＥＵ内ではＥＵ指令があって，国際調停の和解合意に関してオプトインの原則を基本的に採

用しているＥＵ指令があります。ＥＵ内ではそうなので，多分そういうこともあって，２７

ページに書かせていただいたのですが，山田先生の書籍文献でも指摘されているように，こ

の条約草案の作成の段階でＥＵがオプトインに対してかなり好意的だったとのことでありま

す。そういう面では，主要国としては，ＥＵがオプトインを採用する可能性がある一つ候補

であるのです。 

  ただ，ＥＵの出方を待つ，ＥＵがオプトインの留保を行使して条約に調印するのを待って

から日本も調印する，これでいいのかということなのですが，その関連で今回私どもとして

は，先程述べたネットワークを利用して，ＥＵの様々な方，まさしくそういうことはよく御

存じであろうという方にヒアリングをかけてみました。オランダ，フランス，スペイン，オ

ーストリア，ノルウェー，スイスの方に今回ヒアリングをしてみたのですが，結果はどうい

う状況かというと，まず，ＥＵにおいてすらまだまだ全然この点に関しては真剣に全く考え

ていない。オプトイン，オプトアウトも殆ど理解されていない状況なのです。これはなぜか

というと，ＥＵではこの件はＥＵ全体で加入するかしないかを決めることになるのだろうと

考えているようですが，御存じのように今はブレグジットとか，このＣＯＶＩＤ－１９，パ

ンデミックの問題があって，優先順位はもちろんそっちの方にある。そういう問題が解決し
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て，いよいよこの問題を話していくことになるのですが，さらにＥＵ内の調整，いろんな国

の調整をしていくと相当時間がかかるだろう。６年以上かかるのではないかというようなこ

とをおっしゃった方がおられます。そういう面で，ＥＵはまだこの件に関しても全く正直言

って真剣に何も考えていない。だから，オプトイン，オプトアウトに関しても，ＥＵの方で

すら全くはっきりしない返信が返ってくるというのが今回の状況です。 

  そういう面で，もう一度戻りますと，やはり主要国であり，プレゼンスが高く，そして調

停文化を持つ国として調停につき世界をリードできるポテンシャルとポジションを持ちうる

日本がオプトインの留保の行使をすることによって，この留保条項の意義を伝え，場合によ

っては，それがＥＵがオプトインの行使をするかなり誘引になるのではないかなと，むしろ

そういうふうに思っています。そういう面で，私としては，日本がこの問題で孤立しないよ

うに，ＥＵをオプトインに誘うように，もちろんうまくいくかどうかは１００％はまだ分か

らないわけですが，誘うように早期調印を，この方向で固まっているのであればやるべきな

のではないかと，そうでないと，先ほどから申し上げたようにどんどんオプトアウトの原則

で皆さんがすっといって，長くそういうのが続いてしまうと，ＥＵですらオプトアウトの方

向にかじを切る可能性が十分にあると思われます。 

  そういう中で，私どもとしては，もし日本が条約を調印するのなら，オプトイン留保をす

るということが決まっているのであれば，やはり待つデメリットはすごく大きくて，むしろ

ＥＵを誘うというような形での対応が望ましいのではないかと考えています。このタイミン

グを失うとオプトイン留保が難しくなり，その結果日本の条約調印に非常に時間がかかり，

そうするとその間に調停においても日本が国際競争力を失ってしまう。さらには日本国内の

執行力に関する議論も停滞してしまうのではないかという危惧を持っています。 

  長くしゃべりましたが，以上で私のお話を終わらせていただきます。ありがとうございま

す。 

○垣内座長 岡田先生，大変貴重な御講演をありがとうございました。取り分け国際商事の分

野における調停という紛争解決手法の重要性でありますとか，それを巡る国際的な動向，ま

た，調停における執行力の問題の重要性，また，シンガポール条約の締結を視野に入れた場

合の各国の動向など，非常に参考になるお話を頂けたのではないかというように思います。 

  それでは，委員の方々から御質問等がございましたら頂ければと思いますけれども，いか

がでしょうか。 

  佐成委員，お願いします。 

○佐成委員 岡田先生，大変貴重で，詳細な御講演ありがとうございました。大変勉強になり

ました。 

  １点，国内との比較でちょっと御質問させていただきます。頂戴しました資料２－１の７

ページ，先ほど御説明いただいた「高い調停成功率」というところで，著名な国際調停機関

では８割が解決していると，そういうふうにおっしゃっていただいて，他方，１４ページで，

日本は非常に調停に親和性のある文化であるということなのですけれども，日弁連の今日御

提出の資料９の２４ページには，日本のＡＤＲ解決率ですけれども，これが国内では３割程

度ということですし，司法型ＡＤＲである民事調停もこれぐらいだということですから，日

本国内は非常に調停に親和性があるにもかかわらず解決率は３割程度と，他方，国際的なも

のは８割というのは，事件が商事であるとか，何かそういうことが関係するのでしょうか。
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その辺りについて，岡田先生の御見解があったら教えていただければと思います。 

○岡田弁護士 もちろんいろんな議論があります。まず１つ，どこで率を見ているかというの

は見ておかなければいけないと思っています。先生が今おっしゃったような３割とかという

のは何を分母に持ってきているのかなのですが。統計を取った８０，９０というのは，基本

的に当事者が調停をするということについては合意していることは大前提の話になっていま

す。当然そういうことを合意している方を調停していくと，調停人のプロがやると８割９割

が成功していくという，こういう数字です。分母がどうなっているのか，その比較が私は分

からないので，そこの問題があるかもしれません。 

  それと，もちろんこれも制度の問題があるのですが，よく言われているのは，調停といっ

ても，気を付けなければいけないのは，英語ではミディエイションなのですが，ミディエイ

ションと調停は違うという議論があって，要するに，私も，ある著名なアメリカの本当に伝

説的なピアッツァさんというすごい調停人がいるのですが，その彼と色々な話をしたときに，

その彼が，何で大事件もすごい成功率で解決できるのという話をしたときに，彼はもう明確

に言ったことは，調停自体に，ミディエイション自体に魔法があるんだと，私のテクニック

ではなく。その中の１つ大きいポイントは秘密性なんだと。調停で言ったことが次の手続に

は絶対利用されない。となると，みんなはもう清水の舞台から本当に気持ちよく飛び降りら

れる。やっぱりそういうシステムがきちんと整っているということが調停の，ミディエイシ

ョンのよさであり，それが非常に成功率を高めているのだというふうに言っていました。そ

ういう制度の違い，ひょっとするとそれも影響してくるかもしれません。 

  更に言えば，文化としてのそういう親近性は日本の方があるのですが，逆に海外はそこは

もう徹底して一種の学問として見ていて，心理学とか，そういうところもいろいろ見ながら，

トレーニングをして，ミーディエイターはそういう勉強をする。そういう学問を追求する。

言わばそういう人たち，そういうテクニックを勉強した人たちが，さっき言った秘密性のあ

るミディエイションをやると本当にこれぐらいの成功率になると。そういう面で，色々な今

申し上げた要素が絡んでいるのかもしれません。最後にもちろん，日本人はやはりいずれに

してもミディエイション，調停には心理的に入りやすいということは間違いないとは思って

います。 

○垣内座長 私も若干付け加えさせていただきますと，その紛争分野の違いということも１つ，

商事なのか，不法行為等を含むのかということもあると思いますし。また，これはなかなか

実証することは難しい点ですけれども，どの程度紛争がこじれてから調停の場に来るかとい

うような点も，あるいは影響している点があるのかなというようなことを感じて伺っており

ました。 

  出井委員から挙手があったと思いますけれども，その前に，ウェブの方で山田委員も挙手

をされていたようですので，山田委員，御質問をお願いできますでしょうか。 

○山田委員 ありがとうございます。岡田先生，詳細にお教えくださいましてありがとうござ

いました。私からは２点お伺いできればと思います。 

  １点は，スライドの中でオンライン調停だと執行力を付する必要性がより高くなると書い

ておられたかと思うんですけれども，その理由について，今後はオンライン化が進んでいく

と思いますので，お教えいただければということが１点です。 

  それから，もう１点は，今までは仲裁との関係で調停の需要があるという話でしたけれど
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も，ビジネスの実際においては，恐らくですが交渉がまずあって，それが失敗して調停にい

くというパターンがあるのかなと思います。その際に，調停に至るとなると調停人に報酬を

払わなければいけないということになり，交渉よりは費用がかかることに見合うメリット，

調停だと何が得られるからだというふうに依頼人や社内で御説明をなさるのか。その辺りを

教えていただければと思いますけれども，いかがでしょうか。 

○岡田弁護士 まず，オンラインのお話ですが，先生が御指摘された，私がちょっと書いたオ

ンラインの方が，やはりどちらかというと履行率が悪くなる可能性があるのかなというのは，

これはもう全く私の独自の感想です。決して統計を，正しくまだそんな統計は出ていないと

思いますが，統計を取ったお話ではないです。 

  ただ，御存じように調停というのは，調停の場で当事者同士が親身になって話し合い，相

手のしぐさ，いろんな人格のところから作りだしていくところなので，やはりインパーソン

の方がインパクトは大きい，これは多分間違いないと思います。そういう中で，もちろんオ

ンライン調停をやろうということに関しては，また違うテクニックとか，大変な面があるの

ですが，そういう違いを考えたら，やっぱり同じ成功したときにも，どちらかというとイン

パーソンの方が若干履行率は高くなるのかなという，これは私の単なる，もう想像のお話で

すというぐらいのお話なのですが，これでまずよろしいでしょうか。 

○山田委員 ありがとうございます。例えば，交渉よりも話合いや結果への信頼性がより強い

かどうかという問題であるとか，あるいは一堂に会していると履行がその場でできる場合も

あるとか，そういった様々なメリットもあり得るというような理解でよろしいでしょうか。 

○岡田弁護士 はい。ということで，その点は今申し上げたような理由でその可能性が若干あ

るかなという，そういう面では履行を下支えするための強制執行力というのは，それなりに

若干より必要性があるかなというお話です。 

  先ほどのお話の２番目は，いわゆる我々がやっている調停というのは，もちろん調停人に

お金を払うことになるということでいけば，確かにそういうものが必ずしも要らないような

裁判所の調停などと比べると，そういう面での費用の問題は１つ，利用に関してはネックに

なる部分はあるという理解をしています。ただ，それはやっぱりすばらしい調停人を入れて，

先程申し上げた色々な経験に基づく対応をしていただくことのよさというのは，これは経験

した者から見ると，それはとてもその差というのはもう随分あり，むしろ安いものだという

のは私の理解ですし，多分経験された方，弁護士さんも国際調停を一旦経験していると，こ

れは面白いというので結構ファンになられる方が多いです。それはやはりそれだけ価値のあ

る調停をやられるから，その費用の差というのは，少なくとも規模にもよるのですけれども，

それなりの規模を持った紛争であれば，もう十分プラスマイナスプラスだというふうに見て

います。それを理解していただくのが我々の仕事だし，これからやっていかなければいけな

いことだと思っています。ただ，小さい案件とか，もちろん紛争の種類によっては今先生が

おっしゃったところは問題になり得るのだろうと思います。 

○垣内座長 山田委員，よろしいでしょうか。 

○山田委員 ありがとうございます。調停では交渉よりもお金をかけるので，その和解契約，

和解合意に対する法的な効果もより強まることも期待されるというようなことも，御説明で

示唆されているように思ってお伺いをしたところでございます。ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。出井委員の方から先ほどお手が挙がっていたように思い
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ますけれども，お願いします。 

○出井委員 先ほどの佐成委員の質問に関して，データの見方のところだけクラリファイして

おきたいと思います。 

  岡田先生の発表された国際調停の成功率８０％，それに対して日弁連から出された仲裁統

計年報の２４ページの数字を比べられて，これは岡田先生が御指摘のとおり正に分母が何な

のかというところが大事だと思います。国際調停の場合は，そもそも応諾するかどうかとい

うところはもうクリアしているのです。両当事者が調停手続で解決するという合意はしてい

るので。日弁連のこの資料は，まず応諾率のところ，それが７０％ですか，調停手続で解決

するという合意がないところで申し立てられるものですから，まずそこのハードルは１つあ

ると。したがって，比べるべきなのは，この２４ページの一番下の数字ですか，５８.３％，

これと比べるのかなと思いました。要するに，応諾したものの中でどれくらいが成立になる

のかという，これは我々の言葉では成立率と言っておりますけれども，それと比べるのでは

ないかと思います。ただ，それにしても五十数％対８０％ですから，優位な差があると思い

ます。どこからそれが来るかですけれども，今，皆さんの御議論の中でもう既に出てきまし

た。秘密が守られるかどうかという点については，これは少なくとも弁護士会ＡＤＲについ

ては恐らく国際商事調停と全く遜色ないぐらい守られているはずなので，そこの違いはない

はずです。ただ，やはり扱う紛争であるとか，あと紛争の価格です。これは岡田先生の最初

のところに書かれていましたが，国際訴訟，国際仲裁というのは物すごくお金がかかる，仲

裁もお金がかかる，仲裁の訴訟化と言われている問題がありますので，それに比べると，調

停で多くの調停が一挙に解決するというのは，非常に時間とコスト，それから，いろいろな

心理的負担も含めて一挙に解決できるという面はあるかと思います。その辺りの違いがこの

五十数％対８０％に出ているのではないかというふうに思います。 

  質問が２つありまして，岡田先生の資料の２３ページで，これは必要性についての議論で

す。その６ぽつ目に，国際商事調停をどこで行うのか，これで競争になっていて，日本でこ

の執行力があるということが，日本で行う国際調停を呼び込むことにプラスになるというこ

とでしたが，ちょっとそこのメカニズムがいま一つよく分からなかったので教えてください。

岡田先生も紹介された外弁法改正で，外国の弁護士，あるいは外国法事務弁護士に代理権を

認めるというところは確かに直接な関係があるのです，日本に調停を呼び込む。ただ，執行

力を与えるかどうかというところが，どういうメカニズムで日本に国際調停を呼び込むこと

になるのか，それをちょっと教えていただきたい。それが質問の１点です。 

  それから，２点目は，２３ページのところで説明されたように，国内の調停案件でも必要

性はあるけれども，国際的な特に商事の紛争の場合は，より必要性が高いだろうというふう

な御意見等を伺いましたが，一方，弊害の方ですが，２５ページですか。２５ページの最後

のところで商事紛争では弊害は小さい。その上，執行力を付与する合意，これがシンガポー

ル条約におけるオプトイン留保とニアリー・イコールであるという御説明でしたが，そうい

う措置をすれば弊害を一層軽減できるということを示されています。それで，この点は，商

事に限ってということでよいと思いますが，国際と国内で何か違いがあるのでしょうか。そ

の２点，質問です。 

○岡田弁護士 まず最初の執行力の関係のお話なのですが，必ずしもストレートにお答えして

いるのかどうか分からないのですが，先ほど私が報告させていただいたＳＩＭＣとＪＩＭＣ，
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京都センターのジョイントプロトコル，これで今プロモーションをかけています。そのとき

に，シンガポールの方ではいろいろプロモーションを作ってきて，我々の方がそれをチェッ

クして，当然共同でプロモーションして資料を作っているのですが，ＳＩＭＣがまず最初に

作ってきたときに何と執行力ありと書いてきたのです。よく考えたら確かにシンガポールの

人たちから見たら自国は調印しているので，執行力ありとすっと書くのは理解できるのです。

これを日本に配るときに執行の力ありと書いたら問題があり，日本では調印をしていません

から，日本では執行不能と書くことになると思います。 

  例えば，シンガポールでは執行できるけれども日本では執行できませんという書き方を正

確に書くとして，それはそれで，やっぱり日本で国際調停をやろうとするときにマイナスに

なるのだろうという印象はすごく感じました。 

○出井委員 ちょっとよろしいですか。今ので分かったような気もするのですけれども，調停

地と，それから執行地が同じなのであれば分かるのですけれども，必ずしもそれは同じとは

限らないですよね。 

○岡田弁護士 多分，今正しくおっしゃった，もうちょっと複雑な議論でいくと，確かに日本

で条約に調印するということは日本で執行されることに関連するだけの話になって，海外で

の話になると，その国が条約に調印しているかどうかが問題になって，日本が調印しようが

しまいが関係ないという，これが条約の考え方です。そういう面では，日本の企業にとって

執行しやすくしようとすると，別に日本が調印しようがしまいが直接関係なくて，執行しよ

うとするところがどうなのかという議論にはなるのです。ただ，多分言えることは，条約は

世界的ないわゆる調停合意に対する執行の枠組みですから，日本のような国が調印をして先

導していけば，当然どんどん調印国が増えていく。そういう中で，調印国が増えれば，当然

日本の企業はそこで執行ができるという，多分こういう関係の話になるのかなと思います。

ただ，国際的な枠組みに関して日本がそういう形で貢献していくということは，結果的には

日本の企業のためになるのではと考えます。 

  先ほど私が申し上げたオプトイン，このよさをやはり世界に知らしめると，私は調印国が

ぐっと増えるのではないかという，これは個人的にそう思っています。それが結果的には日

本の企業にとって非常にプラスになるのではないかと，これでお答えになります。 

  あとは，弊害のお話でしたか。２５ページに関して弊害のお話をさせていただいているの

ですが，これが国内調停と国際調停で変わるかという御質問でしょうか。 

○出井委員 ２５ページの一番下のまとめのところでいいのですが，商事紛争では弊害は小さ

い，その上，執行力を付与する合意があることで弊害を一層軽減できる，このことは国際的

な紛争の調停と純粋の国内の調停で何か違いがあるのかという，そういう質問です。 

○岡田弁護士 これを書いた段階では，国際，国内は余り関係なという理解で私は書いており

ます。また，今お話をお伺いしても何か違いが出てくるというふうには思ってはいないので

すが。 

○出井委員 私もそういうふうに受け止めました。 

○垣内座長 ありがとうございました。まだまだ御質問等おありかと思うんですけれども，ほ

かに今日取り扱う予定となっている議事もございますので，大変申し訳ありませんけれども，

質疑については一旦この辺りにさせていただきまして，申し訳ありませんが，ちょっと先へ

進ませていただければと存じます。 
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  そうしましたら，次の議題といたしまして，事務局で今日用意いただいておりますアンケ

ートの素案について御議論を頂ければと考えております。 

  まず，事務局の方から説明をお願いいたします。 

○豊澤部付 司法法制部の豊澤でございます。 

  お手元に資料３を御準備いただければと思います。 

  前回御説明しましたとおり，事務局としては民間紛争解決手続における和解合意への執行

力の付与について御議論いただくに当たり，当部所管の認証紛争解決事業者に対して，この

点に関するアンケートを実施することを予定しています。資料３はその素案でして，本日こ

の素案について皆様から御意見を賜りまして，座長にお諮りした上で内容を確定させていた

だきまして，スケジュールといたしましては１１月上旬頃にアンケートを送らせていただい

て，回答期限を１１月末として，その回答結果を集計した上で１２月に開催予定の検討会で

事務局から結果を御紹介させていただくということを予定しております。 

  それから，続きまして，アンケート素案の内容について説明させていただきます。 

  まず，クエスチョン１でございますが，こちらはＡＤＲを利用して和解が成立しても執行

力が付与されないなど，その履行の確保に不安があるからＡＤＲの利用が伸びていないので

はないのかという議論が従前からされていたところでございますけれども，その議論を踏ま

えて，認証ＡＤＲ機関として実際にそのようなことを感じた経験があるのかどうかというこ

とを問う趣旨でございます。 

  それから，クエスチョン２は，認証ＡＤＲ機関において成立した和解について，和解成立

後に一定の金銭の支払の約束など，いわゆる履行の問題を残すような和解条項を作成したこ

とがあるかどうかを尋ねる問いでございます。こちらは，どちらかというとクエスチョン３，

クエスチョン４に振り分ける前提として質問させていただくイメージで作成しております。 

  次に，クエスチョン３ですけれども，履行の問題を残すような和解条項を含む和解を成立

させた場合に，例えば，履行を確保するために公正証書を作成するといった工夫例が一般に

紹介されているところでございますけれども，ＡＤＲ機関においてもこのような取組や工夫

を行っているものかを尋ねるものでございます。特にそのような取組を行っていないという

機関につきましては，その理由がどのような点にあるのか，背景事情等を尋ねたいと考えて

おりまして，その旨を自由記載欄に回答していただくことを期待しております。 

  それから，クエスチョン４でございますが，そもそも履行の問題を残すような和解条項を

作成していないと回答した認証ＡＤＲ機関についても，和解の席上で一定の金銭の授受をし

た上で，そのことを確認する内容の和解を成立させるなどの取組や工夫を行っている可能性

があることから，その理由を尋ねるというところになっております。 

  それで，クエスチョン５は，問題意識はクエスチョン１と共通するところでございまして，

執行力が付与された場合の受理件数の変化について予測の認識を尋ねるものでございます。 

  それから，クエスチョン６は，ＡＤＲ機関において和解成立後の履行調査の有無を尋ねる

ものでございまして，我々が知る限りは余り多くはないのかなとは思っているのですが，も

し履行調査を行っているＡＤＲ機関さんがございましたら，履行調査の結果の御提出をお願

いできればという趣旨でございます。 

  クエスチョン７は，前回，斉藤委員から御提案があったと認識しておりますけれども，和

解の成立後に利用者から和解条項が利用されなかった旨の相談又は苦情を受けた経験がある
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か否かを尋ねるものでございます。 

  それから，クエスチョン８は，認証ＡＤＲ機関における和解後への執行力の付与の是非に

ついて，賛成，一定の条件つき賛成，反対というところで意見を尋ねるものでございます。 

  クエスチョン９は，クエスチョン８において条件付賛成と回答したＡＤＲ機関に対して，

その条件の内容を尋ねるものでございます。選択肢としては，これまでの理論の内容も踏ま

えて，１番としましては，執行力を付与することを受諾する文言が和解条項に入っている場

合，２番としては，公的な機関による事後的な審査を要件とするもの，３番として，消費者

が事業者に債務を負う内容の和解であるなどの一定の紛争類型を除外することを要件とする

ものを挙げておりますが，それ以外の条件についての意見がある場合にも，４番であるとか，

あるいは自由記載の欄で御回答いただけるようにしてあります。 

  クエスチョン１０，こちらは執行力の付与に反対と回答したＡＤＲ機関に対して，その理

由を尋ねるものでございます。反対の理由として，１番としては，代替手段が存在しており，

執行力を付与するニーズがないのではないかという意見，２番として，私的自治や任意性が

重視されるべきＡＤＲと執行力がなじまないのではないのかという意見，３番として，応諾

率や和解成立率の低下のおそれがあるのではないかという意見，４番として，悪質な事業者

による濫用事例が生じるおそれがあるのではないかという意見を挙げさせていただいており

ますが，もちろんそれ以外の御意見がある場合でも自由記載欄等で御回答いただけるように

してあります。 

  最後の問いになりますが，クエスチョン１１は，仮に和解合意に執行力が付与されること

となった場合の懸念であるとか，隘路について尋ねるものでございまして，ＡＤＲ機関の紛

争の取扱い分野などに応じた種々の事情があるのではないかと考えられるところですので，

忌憚のない生の声を聞かせてほしいという趣旨で質問させていただくものでございます。 

  事務局からアンケートについての説明は以上となります。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは，ただいまの御説明を踏まえまして，何か御質問，あるいは御意見等がありまし

たら伺えればと存じますが，いかがでしょうか。 

  川口委員，お願いします。 

○川口委員 国民生活センターの川口でございます。御説明どうもありがとうございます。 

  アンケートのＱ７に関連してなのですけれども，履行されないという相談を受けた場合に

どのような対応をしているかとか，そのような場合に備えて工夫されている取組などを併せ

て確認されてはいかがかと感じました。この自由記述欄のところに，相談や苦情の内容につ

いての欄はありますけれども，例えば，先ほど岡田先生の方からございました手続であった

り，業界団体に連携しての働きかけなど，そういった執行力がないがための工夫をされてい

る点なども記載してもらえるようにされたらいかがかと感じましたので，御検討の方よろし

くお願いいたします。 

○垣内座長 ありがとうございます。苦情とか相談があった場合の対応の内容等についても聞

いてはいかがかという御趣旨でしょうか。この点，何か事務局の方から。 

○豊澤部付 事務局として事前にそこまで考えていたわけではないのですけれども，自由記載

欄の苦情や相談の内容という記載の間に，御要望の記載を入れるような形で対応させていた

だくイメージでよろしいでしょうか。 
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○川口委員 どうぞよろしくお願いいたします。 

○豊澤部付 委員の皆様が特に御意見がなければ，事務局としては問題ないのではないかとい

うふうには考えております。 

○垣内座長 分かりました。では，その方向で検討させていただくということにしたいと思い

ます。 

  それから，ウェブの方で斉藤委員が挙手をされているようですので，斉藤委員，お願いし

ます。 

○斉藤委員 斉藤です。 

  ３点あります。 

  まず，１ページ目ですが，アンケートをとる対象を全認証ＡＤＲ機関と考えられているよ

うですが，ＡＤＲ法に基づく認証ＡＤＲ機関のほかに，弁護士法に基づく弁護士会のＡＤＲ

もあるわけで，そこにも対象範囲を広げていただいた方が，かなり広範囲の意見が集約でき

るのではないかなと考えます。もしそこまでやっている余裕がないんだよということであれ

ば，日弁連の方で非認証ＡＤＲの弁護士会にこの内容のアンケートを取るお手伝いをすると

いうこともやぶさかではありませんので，ここは是非前向きに検討していただければと思い

ます。これが１点目です。 

  次に，２つ目ですが，アンケート項目の基本的なというか，基礎的なデータの質問が欲し

いなと思います。具体的に言いますと，そのＡＤＲ機関における，例えば過去５年間，ある

いは５年度の申立件数は何件ありましたか，また，相手方の応諾件数はそのうち何件ですか。

そして，応諾した事件のうちの解決件数は何件ですか。そこは基礎データとして重要だと思

いますので，質問に入れていただくと良いと思います。 

  それから，２点目とも関連するのですけれども，先ほど話のでたＱ７番ですが，これを取

り上げていただいてありがとうございました。さらに，この相談や苦情の頻度についても聞

いていただけると良いと思います。例えば１年間に何件ありましたかとか，あるいは何年に

１回ありましたかとか。厳密な回答は難しいと思いますが，大体の頻度として例えば年間に

１件あるくらいですとか，２件あるぐらいですとか，そういった回答が得られる質問も是非

取り入れていただきたい。というのは，やはり立法事実を考える上で，Ｑ１も重要なのです

が，Ｑ７も重要ですので，立法事実をきちんと把握するために頻度の問題は避けて通れない

かなと思います。 

  以上３点です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。３点御指摘いただきましたけれども，事務局の方

で何か。 

○豊澤部付 事務局の豊澤の方から回答させていただきます。 

  まず，１個目の質問が，弁護士会ＡＤＲなど，非認証ＡＤＲ機関もアンケートの対象とす

べきでないかという御趣旨だったかと思います。資料３に認証ＡＤＲに送付する予定と書か

せていただいたのは，別に非認証ＡＤＲからアンケートを回収すべきでないという考えから

記載させていただいたわけではございません。 

  ただ，現実的な問題として，当部の法制部の方では認証ＡＤＲ機関については連絡先等を

把握しているのですけれども，非認証のＡＤＲ機関については連絡先等を把握していない機

関もあるということと，あと，どの非認証ＡＤＲ機関にまで送付するのかの線引きが少し難
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しい面があるのではないかと考えておりまして，このような案にさせていただいたところで

ございます。ただ，非認証のＡＤＲ機関の中には，士業団体様がやられているＡＤＲも相当

数あると考えております。 

  今，斉藤先生から御提案を頂いたとおり，もし連合会様の方で認証を取っていないＡＤＲ

機関があるのだけれども，こちらのアンケートの集計に対応させたいという御要望があるよ

うでしたら，取りまとめていただいて事務局に御提出いただければ，我々の方で適切な方法

で集計に加えたいと考えています。そういう意味では，アンケートの案は連合会の皆様にも

お送りさせていただこうかと考えていますので，もし連合会様の方で所属の非認証の機関に

ついても集計したいということであれば，是非集計いただければというふうに考えておりま

す。 

  質問の２つ目が，前提として基礎的なデータ，受理件数であるとか，応諾件数であるとか，

解決件数であるといったことを問いに入れるべきではないかという御質問だったかと思いま

す。こちらについては，クエスチョン１の前，クエスチョンゼロのような形で聞くことにな

るのではないかと思いますが。これはＡＤＲ機関の方で回答することが負担にならないので

あれば，データとしてあって困るものではないというふうに考えておりますので，オブザー

バーの士業の方から，例えば５年分の受理件数，応諾件数，解決件数というのを仮に回答す

ることが，どれぐらいの負担になるのかの実情もお伺いして，もしそれほど負担でなさそう

だということであれば，質問に加えることは特に問題ないのではないかと考えております。 

  最後が，クエスチョン７のところで，回数又は頻度を問うような問いを入れるのがよいの

ではないかということでしたか。一案ですが，質問自体は，ある，ない，不明ということで

維持させていただいた上で，この自由記載欄の米印のところに，もし頻度等が分かるのであ

れば御記載いただければ幸いですというような内容を書き加えるイメージではいかがでしょ

うか。 

○垣内座長 斉藤委員，いかがでしょうか。今，１つの提案を頂きましたけれども。 

○斉藤委員 斉藤です。 

  Ｑ７での頻度の聞き方は，私も考えたのですけれども，結構難しいのかもしれません。も

し，適切な聞き方があれば，７－２のような形で聞いていただくのがいいし，うまい聞き方

ができなければ自由記載欄でも構わないと思います。 

  あと，その前の基礎データの点は，５年なら５年ということですが，まとめてよりもむし

ろ年度ごと，過去５年なら５年の年度ごとの申立件数，応諾件数，解決件数を聞いていただ

いた方が分かりやすいかなと思います。これは補足でした。 

○豊澤部付 クエスチョン７のところにつきましては，事務局として，自由記載欄のところに

書き加えるのか，あるいはもっと適切なもっと聞き方があるのかということはあろうかと思

いますが，付け加えることには異存はありません。 

  お聞きしたいのは２個目の質問で，５年分の年度ごとのデータを出すということが，各Ａ

ＤＲ機関さんにとってどの程度の負担になるのかです。余り負担にならないようであれば書

いていただいても構わないと思うのですが，オブザーバーの連合会の方とかで，何か御意見

や御感触を教えていただける方はいらっしゃいますでしょうか。 

○日本弁理士会 弁理士会の小林純子です。 

  日本知的財産仲裁センターの運営委員をしておりまして，５年ぐらいのデータであればお
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出しすることは負担ではないと思います。 

  ついでに質問させていただいてよろしゅうございますか。 

  履行率について，私どもではデータを取っていないのですけれども，できるところからの

データだけでもあると，やっぱりこれからの議論で，岡田先生も執行力の関係でやっぱり履

行率ということをにらんだ議論ができるかどうかの材料になるのではないかなと思いますし，

是非御検討ください。 

○垣内座長 今の点はあれですね，内容的にはクエスチョンの６のところで，履行状況につい

ての調査をされているかということとの関係でということでしょうか。 

○日本弁理士会 さようでございます。 

○垣内座長 履行率等が分かるようであれば，これは自由記載に書いていただく。 

○豊澤部付 先生の御意見は，クエスチョン６の方で反映できているのかなというふうには思

っております。 

○日本弁理士会 調査を行ったというだけではなくて，履行率そのもの。 

○豊澤部付 クエスチョン６は，確かにおっしゃるとおりあるかないかを聞いていて，そこの

自由記載欄に，特に１と回答された機関については，その調査結果等を御記載いただければ

幸いです，リストの形で添付していただいても構いませんという記載をさせていただいてお

りまして，ちょっと表現が分かりにくかったかもしれませんが，もし調査結果があれば出し

てくださいという趣旨で作らせていただいたところでございます。 

○日本弁理士会 ずばり履行率と書いていただければ有り難いです。 

○豊澤部付 分かりました。ここの書きぶりについては，御指摘を踏まえ検討したいと思いま

す。御意見ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  調査の対象の範囲ですとか，あるいは設問の内容について様々御意見を頂いておりますけ

れども，既に出た点についてでも結構ですし，ほかの点でも更に御意見がありましたら伺え

ればと思いますが。ウェブで山田委員が挙手をされて。 

○山田委員 今まで出た御意見とは別に，新たに２点お伺いをしたいところがございます。１

つはクエスチョン９ですが，執行力を付与する条件で今挙がっている３点は，大方シンガポ

ール条約等で挙がっているところで，これを付け加えることが相当かやや躊躇はするところ

ではあるのですけれども，日本ＡＤＲ協会の提言との関係で申し上げさせていただきますと，

ＡＤＲ機関の選択によるという条件をこの選択肢の中に挙げていただくということをご検討

いただければ有り難いです。ＡＤＲ機関の自主性を重んじるということとの関係で挙げてい

ただければという趣旨でございます。 

  もう１点は，これは書きぶりのみかと思いますけれども，クエスチョン１０の選択肢１に

関して，調停による和解合意に執行力を付与するニーズがないということと，括弧内の記載

は，必ずしも「また」でつながることでもないような感じがいたします。そもそも調停当事

者にはニーズがないという内容と，それから，ニーズはあるのだけれども代替手段があるか

ら執行力を付与する必要がないというのは，やや異なる選択肢のような感じがいたしまして，

少し御検討いただければ有り難いなというふうに存じます。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。今の点で事務局から何か。 
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○豊澤部付 まず，１個目がクエスチョン９の１，２，３に加えて，ＡＤＲ機関の選択による

のであればという選択肢を足すというところでございますか。確かに，我々の１，２，３番

はシンガポール条約での議論を若干意識して選択肢を作ったところもあるのですけれども，

特にそれに限るという趣旨でもございませんので，４番という形で付け加えることについて，

委員の皆様等の御感触もお聞かせ願えればと思いますが，入れることも十分考えられるので

はないかとは考えております。 

  それから，クエスチョン１０の１番については，御指摘のとおりというふうに思っており

まして，正におっしゃるとおりここには２つの理由があって，本当に調停による和解自体に

そもそも執行力が必要とされていないという理由と，必要なのだけれども代替手段があるか

ら大丈夫だよ，という２つのものが混在していて，それを「また」でつなぐことが適切では

ないのではない気もしますので，こちらの方で正しい日本語というか，書きぶりを検討した

いと思います。 

○垣内座長 クエスチョン１０の１については，書きぶりを更に検討するということで。クエ

スチョン９について，選択肢を更に１つ加えるということも考えられるけれども，ほかの先

生方の御意見はどうかということですけれども，何かその点，では出井委員，お願いします。 

○出井委員 クエスチョン９の山田委員の御提案なのですが，私もそれでいいと思うのですが，

これは別に法律の要件立てをしているわけではないので，そんなに厳密に考えなくていいの

だと思うんですが，イメージについて山田先生に質問です。機関の選択というのは，例えば

機関の規則で決めている場合，当事者がアドホックに合意をしなくても執行力が与えられる

という，そういう要件なのでしょうか。それが選択肢の１との関係でどうなるのか，山田先

生のイメージはどんな感じでしょう。 

○山田委員 御質問ありがとうございます。おっしゃるところは，最終的な法制化するときに

はいろいろと問題になり得るのだと思いますけれども，例えばＡＤＲ機関がこれを選択し得

るという規則を定めている場合に，当事者の合意をそれに追加する必要はないという立て方

もありますでしょうし，ＡＤＲ機関の規定にかかわらず当事者が合意をするということであ

れば，法制的にはそれは執行力を付与するという要件立てもあろうかと思いますので，そこ

は最終的に詰め方，それから，シンガポール条約を日本の法制としてどう考えるのかという

ことに関わってくるのかなというふうに思っております。 

  そういう意味では，複数選択可能ということですので，その選択肢を入れていただいて，

場合によってはその両方に選択していただくというようなことでもデータとしては有効かな

というふうに考えておりました。 

○垣内座長 ありがとうございます。出井委員，今の点はよろしいでしょうか。 

○出井委員 先ほど申し上げたように，今の段階で厳密に考える必要はないと思うので入れて

いいと思います。今，山田先生からも御説明あったとおり，恐らく両面あるのでしょうね。

ＡＤＲ機関の規則で定めていないときに当事者が合意しても駄目だという方向と，ＡＤＲ機

関の規則で定めてあれば当事者間で合意しなくても執行力が与えられると，要件としては両

方の面があると思いますが，一応そういう選択肢は入れて，いずれにせよ複数選択なので，

それでよいのではないかと思います。 

○垣内座長 今御指摘がありましたように複数選択ですので，その組合せはいろいろとあり得

る。ほかの項目との関係でも重畳的な要件と考えるのかどうかというのは，複数回答がある



-24- 

場合にはいろいろ評価の仕方は出てくるところかと思いますので，そういったところは適宜

自由記載欄等で，もし特定のお考えがあれば記載していただくということにはならざるを得

ないのかなと思いますけれども。 

  ＡＤＲ協会の提言ということで申しますと，山田委員が御示唆されましたところですけれ

ども，提言の方は機関の選択，プラス個々の執行受諾ということでできるようにするという

提言ではあったかと思います。そういう考え方もあり得るでしょうし，ほかの考え方もあり

得るところかと思いますので，そこはアンケートですので，いろんな考え方を反映できるよ

うな聞き方をちょっと検討させていただければと思います。 

  ほかにいかがでしょうか。小澤委員。 

○小澤委員 クエスチョン３なのですけれども，１から３の執行力をということと，その４に，

それ以外にというこういうことになっていますが，この４を選択した理由を聞いた方がいい

のではないかと考えております。つまり，４を選択した事案や理由を集約することによって，

執行力の付与が妥当な場合，あるいはそうでない場合の区分の必要性であるとか，区分をす

る場合の基準となる根拠の抽出が期待できるのではないかと考えました。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。この点について何か事務局からありますでしょうか。 

○豊澤部付 クエスチョン３の４番には空欄記載の取組，工夫を行ったと書いてあるから，取

組の工夫のことしか書くことができなくて，４番の取組をされているときに，なぜそういう

取組をしたかを書く欄がないんじゃないかという御指摘だと理解してよろしいでしょうか。

確かに我々のイメージとしてはそのような取組を行った理由についても自由記載欄に書いて

くれればなと，ぼんやりとは考えてはいたのですが，御指摘のとおり，どこでそういう理由

を書くべきかは若干曖昧で，確かに理由を書く欄がないと考えられる方もいらっしゃるかも

しれません。中身の問題として，そういう取組をされていることの理由を聞くことが重要だ

というのはおっしゃるとおりだと考えますので，書き方として４番の空欄に理由も書いてく

ださいというふうに書くのか，あるいは全体の自由記載欄に，当該工夫を行った際の理由及

び御感想を御記載くださいとか，そういった形で入れることが考えられるかと思いますが，

細かな表現は検討させていただければと思いますが，基本的には入れることは相当なのでは

と考えております。 

○垣内座長 ありがとうございます。よろしいでしょうか。佐成委員。 

○佐成委員 Ｑ５なのですけれども，執行力の付与によって，潜在的なニーズが顕在化して現

状より受理件数が増えるだろうという回答だけではなく，どんな潜在的なニーズがどの程度

あるのかという点も具体的に知りたいと思いまして，この自由記載欄にいろいろ書いてもら

えるのが一番いいなと思っております。そのようなことを記載するように促すために，そこ

の「御回答の理由をご記載頂ければ幸いです」というコメントに加えて何かコメントをつけ

ていただきたいと思います。紛争類型，特にオンライン上の紛争，電子商取引絡みの紛争な

どには潜在的なニーズがある，といった回答があり得るのかも知れませんし，何か紛争類型，

例えば不動産系の紛争だとか，金融系の紛争だとか，そういう傾向がきちんと出てくれると，

いろいろ具体的な立法事実も浮かび上がるのではないかと思った次第です。何かそういうよ

うな具体的な紛争類型の例示を少しコメントに加えても良いのではないかと思います。選択

肢自体は増やす必要はないと思います。 
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○垣内座長 今の点について何か。 

○豊澤部付 了解しました。確かに，ＡＤＲ機関さんにおいては，特定の紛争だけを扱ってい

るという機関もいらっしゃるので，そういった場合は特に，うちはこの紛争を取り扱ってい

るから受理件数が大幅に増えるんじゃないか，といった理由は当然あるのかなと思います。

そういう意味では紛争類型ごとに受理件数の増減を見るというのは，有用なデータであるよ

うな気がしますので，書きぶりが今具体的に浮かんではいないのですが，例えば，紛争類型

ごとにその理由を御記載いただけるのであれば御記載いただければ幸いですという表現を入

れるということが考えられるかなとちょっと今思いました。少し文言については詰めさせて

いただきたいと思います。 

○佐成委員 先ほど岡田先生のプレゼンで，国内にポテンシャルがあるということなので，ど

の辺にあるのかというのがちょっと分からなかったので，もしそういうのがあればと思いま

して。 

○豊澤部付 前向きに検討したいと思います。 

○垣内座長 では，検討の方はお願いします。渡邊委員からお願いします。 

○渡邊委員 本検討会で行うべきことかどうかというのは議論のあるところだとは思うのです

が，今，佐成委員からもありましたように，このアンケートの目的がニーズの把握というと

ころにあるのであれば，やはり運営側であるＡＤＲの運営主体だけではなく，ユーザー側が

この執行力についてどのような考えを持っているのかということを，この検討会でアンケー

トとして取るのか，もしくはほかのところでされているものがあれば，そういったものを出

していただくとか，何か参考になるものがあるといいのかなというふうに思っております。 

  といいますのも，最近，シンガポールのマネジメント大学の方で国際紛争解決に関する報

告書，レポートが出されたのですが，そちらの項目の中に紛争解決の方法を選択する理由と

いったアンケート項目が入っております。それを見ますと，やはりリーガルユーザーとクラ

イアントユーザーでそれなりに数字に差が出ているということもありますので，リーガルユ

ーザーである運営主体側の御意見，あとはクライアントである企業でしたりとか，利用者の

方たちの御意見のようなものもあるといいのかなというふうに思っております。 

○垣内座長 今日のアンケート，こちらは基本的にはＡＤＲ機関を対象とした設問になってい

るわけですけれども，これとは別にユーザー側の意向についても何か調査することができな

いかと，できれば有用ではないかという御指摘かと思いますけれども，その点について何か

事務局でございますでしょうか。 

○豊澤部付 了解しました。確かにこちらのアンケート自体は，ＡＤＲ機関を前提とした内容

となっていますので，こちらをユーザーとか企業の方に送っても，上手く適さないというこ

とにはなってしまうかなと思います。ただ，恐らくお話しの御趣旨としましては，このアン

ケートとは別にアンケートをとって，執行力に限るというよりは，むしろなぜ企業などのユ

ーザーがＡＤＲを利用していないのかということについて幅広くお聞きしたいという御趣旨

ですか。 

○渡邊委員 そうですね。やはり検討会のゴールとしてもＡＤＲ，ＯＤＲの利用の促進という

ところがあると思いますので，その中で利用をためらう理由が何かあるのであれば，それは

執行力に限った話ではないと思うのですが，何か参考となる情報があれば，というような意

味合いです。 
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○豊澤部付 了解しました。そういう意味では，執行力の付与のアンケートとはまた別の枠組

みになるんじゃないかと思います。ユーザー側からのニーズも取るべきではないのかという

御意見にいたしましては，それはおっしゃるとおり，ＡＤＲの発展に有用な部分があろうか

とは思います。ただ，一方で，渡邊先生のＡＤＲを使わない理由を探るための調査となると，

執行力というテーマからは少し離れたところがあるところと，御指摘頂いた団体様と御協議

をさせていただく必要があると思いますが，すぐに実施するということは少し難しいかなと

思いますが，ちょっと将来の検討課題とさせていただこうかと思います。 

  また，これに関連して，次回以降ヒアリングを実施したいと考えており，士業団体の方か

らもヒアリングを頂ければと思うのですが，特に代理人をされているような弁護士会さん，

それから司法書士会さんといったところについては，ＡＤＲ機関としての御意見のほかに，

可能であればその代理人としての経験から，ＡＤＲについて執行力がないことがＡＤＲを選

択しない理由になっているのかどうかについて，御意見が頂けるのであれば，頂ければと思

っているところもございます。ちょっと雑駁になってしまいましたが，質問の回答はこれで

よろしいでしょうか。 

○渡邊委員 ありがとうございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。ユーザー側の意識とかニーズというのは，非常に重要な

問題であるということは異論がないところだと思いますので，この検討会の枠内で何かでき

ることがあるのか，あるいはほかのまた対応もあるのかもしれませんけれども，引き続きち

ょっとその点については検討させていただきたいと思いますので，それでよろしいでしょう

か。ありがとうございます。 

  それでは，ほかに何かございますでしょうか。 

  大体このアンケートの内容につきましては，御意見は今日の段階で頂ける点は頂けたと考

えてよろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございました。そうしましたら，こちらにつきましては，先ほど事務局

から御説明がありましたように，事務局と私とで更に内容について検討させていただきまし

て，日程的に次回の会議の際には既に開始されているような予定になっておりますので，内

容確定の上，実施に進ませていただきたいというように考えております。貴重な御意見を

多々頂きまして誠にありがとうございました。 

  それでは，今後の日程について事務局から御説明をお願いいたします。 

○豊澤部付 司法法制部の豊澤でございます。 

  次回以降の検討会につきましては，机上配付させていただいたＯＤＲ推進検討会今後の日

程というとおりになりまして，次回が１１月２５日午後３時から午後５時，それから，第４

回，１２月２３日午後１時３０分から午後４時３０分，こちらが３時間になっている理由は

後ほど説明させていただきます。第５回が１月２５日午後２時から午後４時ということで決

めさせていただこうかと思います。 

  皆様の方から日程の調整を事前に送っていただいたと思いますが，皆様の委員，オブザー

バーの方から全員御出席いただける日程がなかったところでございまして，差し支えと回答

された日がこのＯＤＲ推進検討会の日程日になっている方もそれなりにいらっしゃるかと思

いますが，会場の関係等，あるいは日程調整の関係でうまく確保できなかったことについて

は，こちらの方でおわびしたいと思います。 
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○垣内座長 では，そのようなことで今御説明いただいたような日程を予定しているというこ

とですので，よろしくお願いいたします。 

  次回の会議，これが第３回ということになりますけれども，こちらは１１月２５日の水曜

日，午後３時から午後５時までという予定でございます。場所は，この赤れんが棟の３階の

今度は第五教室ということで伺っていますので，また詳細は後日，事務局の方から御連絡を

させていただくことになるかと思います。 

  それでは，こちらで予定しております議事については以上になりますけれども，この際，

何か御発言等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  そういたしましたら，本日の会議につきましては，これで終了とさせていただきます。先

生方には御協力いただきまして誠にありがとうございました。 

   

－了－ 


